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これまでの経緯と令和２年度の検討項目

災害時における大阪湾諸港等の港湾機能継続のための広域協働体制（港湾活動ＢＣＰ）を構築し、港湾活動の維持・早期復旧を目指す。

平成26年6月に策定された国土強靱化基本計画に基づき重要港湾以上で策定された港湾BCP、大阪湾BCP
（案）について、令和元年度中にとりまとめの「港湾等に来襲する想定を超えた高潮・高波・暴風対策検討委員
会（最終とりまとめ）」及び「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版）」を踏まえ、大阪湾諸港等の港湾
管理者等と連携し、港湾BCPの更なる充実化を目指す。
「大阪湾港湾機能継続計画推進協議会」（構成：有識者、整備局、運輸局、海上保安部、陸・海上自衛隊、ＣＩ
Ｑ、港湾管理者、阪神国際港湾(株)等、港運協会、ポートラジオ、包括的協定団体、指定公共機関（通信、電
力）等港湾関係民間企業）を活用し、港湾BCP充実化に向けWG開催、図上訓練（ＤＩＧ訓練）の実施、各種課題
への対応（案）の検討及びBCP（案）の策定、法定協議会「大阪湾港湾広域防災協議会」における大阪湾BCP（
案）の協議、新規（継続）課題の提起など、ＰＤＣＡサイクルによる大阪湾BCP(案)、各港BCPの充実化・実効性
の向上を図る。

令和２年度の取り組み

令和2年度大阪湾港湾機能継続計画推進協議会の検討事項について(案)

平成20～22年度 平成23～26年度 平成27～29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（計４回開催）
・被災想定に基づく
基本的な方針を
議論

【大阪湾における
港湾活動事業継続
計画検討委員会】

・大阪湾BCP(案)の策定
[海溝型・直下型地震]
・基幹的広域防災拠点の
対処行動検討
・図上訓練実施による
実効性の検証

・災害時燃料
供給の検討
・各港ＢＣＰ
との連携

【各港ＢＣＰ協議会】

令和２年度の検討方針
･大阪湾港湾等に対する日本海側港湾を活用した
広域的な機能継続計画の検討
･堺泉北港基幹的広域防災拠点を活用した和歌山
県内の海上輸送拠点への緊急物資等の輸送に
関する検討
･大阪湾海峡部閉塞が及ぼす各種影響に関する
検討として、サプライチェーンのヒアリングの実施
･図上訓練（航路啓開、包括的協定の手順検証）
･航路啓開計画と道路啓開計画との整合
（年次更新）

図上訓練（ワークショップ）の実施
[令和元年実績：2回開催]

【目 的】
包括協定の効果的な運用を目指し、「航路啓開と揚収物
の処理に関する情報収集・発信」及び「航路啓開の優先順
位付けの判断」に係る訓練を実施。
【訓練参加者】
(一社)埋浚協会、近畿港湾空港建設協会連合会、日本海
上起重技術協会、全国浚渫業協会、日本潜水協会、海洋
調査協会、港湾技術コンサルタント協会、大阪港運協会、
兵庫県港運協会、阪神国際港湾(株)、大阪港埠頭㈱、大阪
湾広域臨海環境整備センター(株)東洋信号通信社、京都
府、大阪府、兵庫県、和歌山県、大阪市、神戸市、五管本
部、近畿地方整備局

【大阪湾港湾機能継続計画推進協議会 [大阪湾BCP(案)]】 （平成23年度～）

【大阪湾港湾広域防災協議会 （平成25年度～ １回/年開催）】法定協議会

連
携

課題への
対応策

課題の
提起 PDCA

「国際物流戦略チーム
提言2007」（H19.3）
・BCPの必要性合意
・関西圏での大規模地震
発生後の広域協働体制
構築の必要性

H30T21高潮
暴風災害

「防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策」

南海トラフ地震に係る地震防災対策の
推進に関する特別措置法（H25.12施行）

H30.6大阪府北部地震
（最大震度6弱）

H7.1阪神淡路
大震災

H23.3東日本
大震災

R1T15、T15高潮
・高波・暴風災害



Ｐ．3

港湾等に来襲する想定を超えた高潮・高波・暴風対策検討委員会中間とりまとめ(参考)

https://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000131.html
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港湾等に来襲する想定を超えた高潮・高波・暴風対策検討委員会中間とりまとめ(参考)

https://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000131.html


